
平成 25 年 8 月 30 日 

 専門委員会開催報告 

専門委員会名 第 5 回「使用済燃料の直接処分に関わる社会環境等」研究専門委員会 

開催日時 平成 25 年 7 月 30 日（火） 13：30  ～ 17：00 

開催場所 東京大学小島ホール第二セミナー室 

参加人数 19 名 鳥井主査，岸本幹事、諸葛幹事，山本幹事，雨宮委員，内山委員，他 

議 事 

（１）国民への説明に用いる原子力関連語彙について 

聖徳大学教授、前文化審議会委員（国語分科会長）の林史典先生に「国民

への説明に用いる原子力関連語彙」と題して、その基本的な考え方と具体例に

ついて講演していただいた。講演後の質問に対し、林先生から以下のコメント

があった。 

 専門用語は符牒化しやすい。知識を共有しない人にはマイナスに働くこと

に気をつけなければならない。 

 専門家が一般の人に説明するとき、説明した本人が専門用語を解釈し、共

通の理解を得た気持ちになってしまうことがある。きちんと一般の人に理

解してもらうためには、専門家は丁寧に、必要なときに必要なだけ説明す

る姿勢が大切である。 

 メディア側でも用語の選択においてバイブル的な辞書を作ることが必要

では、という意見に対し、基本的な用語は新聞協会「用語委員会」で検討

されていることを紹介。 

 近年のメール利用によって若い人の文字依存度、文字を使う機会は増えて

いる。しかし、言葉の内容を知る努力は衰えている。これは、新しい文字

文化といえる。 

 「地層」の意味は、学術的には先生ご指摘のとおり堆積層（堆積岩）であ

り、「地層処分」において考えられている岩盤（堆積岩及び結晶質岩）の

意味を正確には表していない。これは以前から指摘されてきたことであ

り、このような指摘を受けて、原子力委員会の資料では「地層処分」の用

語における「地層」の意味について解説を行ったことがある。 

 「解説」が無くなってしまうとたちまち誤解されるのは用語の宿命であ

り、注意が必要。 

 解説や脚注は読んでもらえないことも有るし、無くなってしまうことさえ

ある。それなら、専門用語と通常語を併記することが効果的であり、新し

い単語を作ることも大切（主査コメント）。 

（2）議論の前提となる共通認識について 

諸葛委員より、議論の前提となる重要な共通認識が説明された。これにつ

いて、以下のコメントがあった。 

 トレンチ処分とは、人工バリアを施さない素掘りトレンチへの処分であ

る。（６）（a）の記述を見直すこと。 

最後に林先生から用語の統一化を目指す委員会が発足しているとのコメ

ントがあった。 

以上

 



平成 25 年 8 月 30 日 

 専門委員会開催報告 

専門委員会名 第 4 回「使用済燃料の直接処分に関わる社会環境等」研究専門委員会 

開催日時 平成 25 年 7 月 19 日（金） 13：30  ～ 17：00 

開催場所 東京大学小島ホール第二セミナー室 

参加人数 20 名 鳥井主査，岸本幹事、諸葛幹事，山本幹事，雨宮委員，植田委員，他 

議 事 

（1）地層処分概念の開発経緯について 

増田講師より、地層処分概念のここ半世紀にわたる世界の開発経緯につい

て、事実や従来の資料のまとめに基づく概説が行われた。それによれば、「地

層処分オプションは 1950 年代以来の欧米での検討を経て選択され、現在各国

で採用されているシステム概念は、概ね 1983 の NAS レポートで議論された

地質環境の固有隔離機能に基づくもの。わが国は当初、深海投棄を可能性のあ

る処分方式としていたが、その後ロンドン条約もでき、地層処分に方針変更さ

れた経緯がある。地層処分の概念は科学技術的には致命的な欠陥は見出されて

いないが、研究開発の段階から事業段階へ移行するにつれ、閉鎖までの貯蔵期

間に回収可能性を残すなど、技術的柔軟性や社会的課題への配慮が論議の的と

なってきている」との説明があった。これについて、以下の議論があった。 

 「貯蔵、処分、保管」など、紛らわしい用語の定義や使い分けを明確にし

た方がよい。 

 専門家と（学術会議のメンバーも含めて）非専門家の知識や認識のレベル

に大きな乖離が存在しており、その原因を分析することも大切であるが、

少なくとも、海外の技術レポートの内容の解説・紹介など、一般公衆を含

む非専門家が理解できるように伝達方法等を工夫し、共通認識を醸成する

努力は行うべきである。 

 現地での実固化体試験などを通じて得られる信頼性の高いリアルな科学

的知見や諸データをもとに、（地層の安定性は別としても）技術を実証的

に示すことが肝要である。 

 放射性核種の低い溶解度あるいは高い分配係数というような地層処分の

安全確保の基本的仕組みは、「還元環境」という条件に依存している。「還

元環境」が長期に維持されるかどうかを含め、学術会議の指摘にもあるよ

うに、長期の地質環境の安定性について幅広い専門家の意見を集約して、

どこまで何が言えるのか早期に再確認が必要であると思う。 

 非専門家の疑問に専門家が誠実に応答することは大切であるが、それにと

どまらず、社会制度や意思決定のしくみ（最終的な責任の所在を含む）、

長期にわたる技術や知識の伝承のあり方、などを抜本的に見直すことも重

要である。 

 我が国の官僚制度は知識の積み上げができるようになっておらず、本来で

あれば蓄積されているはずの専門家の知識が、政策策定に反映されない。



この辺は我が国が手本とした欧米諸国の仕組みと明らかに異なっている

ところ。 

 放射性廃棄物の処分問題も含めて核燃料サイクル全般について言えるこ

とは、時間軸が長すぎること。このため、組織間の技術移転はおろか、組

織内においても技術伝承が難しくなっている。 

 研究開発から実用化まで、他の技術に比べて時間軸が非常に長いにもかか

わらず、独立行政法人や認可法人も含めて、全般的に事業者任せで国の腰

が引けている。 

（2）環境の防護について 

佐々木委員より、前回資料の追記・修正として、日本原子力学会では環境

防護の具体的な考え方や指標の提示がないこと、燃料サイクルオプション比較

ではサイクル全体の（使用済燃料単位量当たりの）トータル廃棄物量を考慮し

た環境防護の検討を行うべきこと、長期間存続しうる環境中への核種移行の環

境防護上の意味を考察すべきこと、などの説明が行われた。また、本テーマに

ついて、すでに国内外で展開されている議論があれば紹介して欲しいとの要望

が出された。これについて、以下のコメントがあった。 

 TRU レポートなどでは、人間への影響（被曝）を相対的に重視し、岩盤

や生物圏への核種移行率（Bq/年）は、評価の過程では扱っているものの、

特に着目されていない。 

 核種の人工物から天然物への移行を漏洩と見るか、地層中の微生物への影

響まで考慮すべきか、といったような議論は、価値観や倫理の問題と言え

る。 

 価値観や倫理の問題ではなく、資料直 4－4 にあるように、欧米では環境

の防護の考え方や基準等を具体的に定めている国がある。 

 今まで着目されてこなかった被曝以外の環境への影響について、GBI

（Geosphere-Biosphere Interface）の考え方を中心に議論してはどうか。

⇒GBI の考え方については、山本幹事が処分研究関係者に問い合わせ、

その結果を次回以降の委員会で紹介する。 

（3）重大事故/リスク評価について 

植田委員より、前回に引き続き、「NUMO 技術開発成果報告会 2013」をも

とに、施設操業期間中（廃棄物の受け取り開始から施設閉鎖までの間）に想定

される異常事象の検討結果の一例が紹介された。これについて、以下のコメン

トがあった。 

 本検討例はガラス固化体を対象としたものであり、また立坑内のエレベー

タ垂直落下あるいは航空機の衝突のような過酷と思われるような事象は

扱っていない。 

 使用済燃料の場合、臨界安全性や燃料集合体損傷時に放出されるガス状の

放射性物質の問題など、ガラス固化体の場合に想定する必要のない様々な

シナリオが想定されうる。 



 使用済燃料に関する研究実績を有する諸外国の文献情報に基づき、想定し

うる事故や今後検討すべき課題等を整理してはどうか。⇒植田委員対応 

（4）確率論と決定論について 

雨宮委員より、日本の原子力でも確率論的な安全目標が導入されつつある

こと、建設分野における公衆のリスク認知特性を踏まえた対応策（説明手法）

の事例、諸外国の安全評価手法における確率論の位置づけ、今後の検討の方向

性、などについての説明がなされた。これについて、以下のコメントがあった。

 使用済燃料の事故シナリオの想定は、諸外国の先行事例からの引用やガラ

ス固化体との比較が有効であろう。 

 安全評価で確率論が妥当かどうかは、不確実事象が起きる深刻さ、安全裕

度との関係、評価の目的などに依存しうる。 

 決定論か確率論かといった議論は、意思決定論のような、技術論の域を超

えた、むしろ社会論的な扱いが向いているのではないか。⇒中間報告書に

おける章立て見直しに反映。 

（5）直接処分の定義について 

諸葛幹事より、本議論の前提として重要な用語の定義について説明がなさ

れた。これについて、以下のコメントがあった。 

 非専門家の誤解を招かないような解説内容及び表現方法に改めたほうが

よい用語が見受けられる。 

 次回予定している林先生のご講演も参考にしてはどうか。⇒本日のコメン

トを受け、修正した上で、次回の林先生の御講演の後、再度紹介し、林先

生も交えて議論する。 

（6）中間貯蔵の技術論について 

諸葛幹事より、説明がなされた。これについて、以下のコメントがあった。

 日本の燃料サイクル計画における中間貯蔵の意義を解説した本記載は、現

在の原子力発電所の稼働状況、再処理施設や処分場の建設・運転の今後の

見通しなどを推し量る上でも有効と考えられる。 

 直接処分を考えると、使用済燃料自体が「高レベル放射性廃棄物」とされ

る等、「高レベル放射性廃棄物」の定義が変わってくる。数値や表現、文

脈などで、誤解、曲解を避けるため、より適切な記述に改めたほうが良さ

そう。⇒一方で、丁寧な解説は長くなりがちで、結局、一般国民の理解の

妨げになりかねない。林先生の御講演を拝聴した上で見直す。 

以上

備 考  

 



平成 25 年 7 月 25 日 

 専門委員会開催報告 

専門委員会名 第 3 回「使用済燃料の直接処分に関わる社会環境等」研究専門委員会 

開催日時 平成 25 年 6 月 24 日（金） 13：30  ～ 17：00 

開催場所 東京大学小島ホール 2 階コンフェレンスルーム 

参加人数 22 名 鳥井主査，岸本幹事、諸葛幹事，山本幹事，亀井委員，佐々木委員，他 

議 事 

（1）安全評価上の課題 
亀井委員より、①前回コメント反映し分かり易くした、②地下水移行シナ

リオが重要(ガラス固化体と同様)、③違いは Pu 有無/処分形態/発熱量/寸法･

重量、④課題は（直接処分に特有なものとして）安全評価上の 7 項目と設計･

施工上の 9 項目に集約される、との説明があった。これに対し、以下の意見が

出た。 
 直接処分時の線量を支配する C-14 と I-129 は、ガラス固化体には含まれ

ないので、このままでは再処理リサイクル路線との比較の上で片手落ち。

よって、直接処分と比較する上では、再処理リサイクル路線で発生するヨ

ウ素固化体や TRU 廃棄物等も併せて考慮すべき。 
 一般の方へは、低レベル廃棄物も含めた総合的安全性、（遠い未来の話ば

かりではなく、受け入れから、操業、閉鎖に至る近未来の）短期的安全性、

社会的視点からの課題も説明すべき。また、グラフ等の意味を丁寧に示す

べき。 
 図 3.2 のシナリオの分類は既に見直すべき時に来ていると思う。 
 これまで地層処分の安全性は、長期の安全性の評価が主要で重要であるこ

とから、長期安全性の説明に力点が置かれてきた。しかし、操業期間中等

の短期の安全性についても社会の関心は高いので、これを念頭にいれて安

全性の説明を行う必要がある。この趣旨からしても、資料の表題を｢長期

安全評価上の技術的課題｣とし、社会的課題は別途記載した方がよい。今

後、章立てを見直していく中で書き分けを調整する必要がある。 
（2）環境の防護 

佐々木委員より、環境の防護に係る国内外動向、環境影響の意味（「環境に

放射性核種を一切出さない」というわけにはいかないので、「人への影響」に

対して「環境への影響」をどのように考えるか）等についての考察及び論点の

抽出結果についての紹介があった。これに対し、下記のような意見があった。 
 原子力基本法に｢環境の保全｣が加わったので、これについては是非議論す

る必要がある。 
 人の被曝だけでなく、動植物も防護の対象となり得る。フィンランドの規

制で要求されている「種への影響は生じないようにすること」というのは、

個々の個体への影響はともかく、種全体については考慮しようということ

である。 



 福島事故も踏まえた評価が必要と思われる。オーバーパックが千年後に無

くなるという想定は処分技術の安全評価上の仮定に過ぎないものの、処分

においても事故時評価は必要で、その意味で環境の防護に関しても、福島

事故の反映という視点は有りうる。 
 ガラス固化体については地層処分における環境への放射性核種移行解析

結果（目的は地上の人への影響評価）を揃えて来ている。直接処分につい

てはこれから。 
（3）保障措置と核セキュリティ 

千崎委員より、ガラス固化体処分と使用済燃料処分の概念比較、使用済燃

料処分時の対応について説明があった。主な意見、質疑応答を以下に示す。 
 再処理リサイクル路線では分離された Pu の対応も必要。利害得失はそれ

ぞれの体系について総合的に比較評価すべき。 
 Pu 量の違い(P19 に記載された有意量 8kg と P22 の核物質防護区分表の

2kg)については、前者が爆弾製造可能量を基準とした管理値で、後者は盗

まれることを防ぐために求められる防護の厳重さを示す管理値との説明

があった。 
 核セキュリティと核物質防護はいずれもテロリスト対策であり、特に前者

は RI も防護対象として含んでいる。なお、前者は IAEA の指針に基づい

て各国の責任の下に自主的に構築する仕組みであるのに対し、後者は

IAEA への報告義務がある。 
 核セキュリティに RI が含まれるということは、核燃料物質を含まない（故

に核物質防護の対象外となる）ガラス固化体も核セキュリティの対象には

なる可能性があることを意味する。 
（4）重大事故/リスク評価、確率論と決定論 

植田委員、雨宮委員より、3.2.2 処分における重大事故、3.2.4 確率論と決

定論を執筆するための検討状況についてそれぞれ紹介があった。植田委員から

は NUMO の技術年報 2012 年度版に基づいて、施設操業中（搬入～埋設）に

おける事故・故障や理解促進に係る調査研究について紹介があった。また雨宮

委員からは、既存の処分事業に係る確率論的評価と決定論的評価の事例等につ

いて報告された。以下に主な意見を示す。 
 福島以降、重大事故をどう考えるか、シナリオをどう考えるか、発生した

時にどう対応するかを議論、提示することが重要。 
 深層防護は決定論だが、個々の層の妥当性について補助的に確率論を使

い、それぞれについて異常発生確率を下げる努力が必要。 
以上 

備 考  

 



平成 25 年 6 月 17 日 

 専門委員会開催報告 

専門委員会名 第 2 回「使用済燃料の直接処分に関わる社会環境等」研究専門委員会 

開催日時 平成 25 年 5 月 22 日（水） 13：30  ～ 17：00 

開催場所 東京大学小島ホール第１セミナールーム 

参加人数 21 名 鳥井主査，岸本幹事、諸葛幹事，山本幹事，森委員，佐々木委員，他 

議 事 

(1) 鳥井主査より、本委員会で作成する報告書執筆の一助となることを期待

し「作文のポイント」につき解説があった。その中で、難解な文章や趣

旨の伝わる良文の事例が多く示されるとともに、難解と認識される理由、

分析結果が示された。主な質疑、意見は以下の通り。 
 従前より原子力に関わる資料は難解な文章が多いと感じていた。特に

国や外郭機関の文章に顕著である。 
 科学技術文章など、分野的に特に解り難くなっている。 
 特に国で作成する文章は、突っ込まれ難くするため、曖昧な表現が多

出する傾向が観られる。使い分けが必要ではないか。 
(2) JAEA 堀さんより、資料直 2-4 に沿って、直接処分における保障措置に

係る IAEA の動向等について報告があった。その中で、現在、使用済燃

料の地層処分を進めるフィンランド、スウェーデンの計画とこれに対す

る IAEA 保障措置の手法、方針と実態について紹介があり、今後、回収

可能性、施設の操業期間、測定場所及び安全・セキュリティとの関係に

ついての議論が必要であるとのこと。主な質疑、意見は以下の通り。 
 処分場の操業終了は埋戻し時期と定義されるが、保障措置上は何百年

であろうが、協定上物質があれば保障処置を掛けることになる。これ

は、埋戻ししたとしてもトンネル等の掘削技術等が存在するため。 
 一方、ガラス固化体に関しては、ガラス固化する前の高レベル廃液中

のプルトニウム濃度が所定値以内のガラス固化体については保障措置

の対象外になる。但し、その場合でも IAEA がガラス固化体の貯蔵場

所を把握するために、固化体を他施設等に移動する際には、IAEA に連

絡することになっている。 
 地層処分の安全確保という観点から、保障措置が継続する限りは管理

継続するとしても期限が定められている訳ではない。制度的管理以外

の対応（制度ではなく機械的管理等）については、IAEA のポリシーペ

ーパーに「自動化」と言うような文言があるが、具体的内容や「いつ

までに開発しなければならない。」という年限の規定はない。 
 上記のような技術開発は、早く始めても意味がない。プラント技術開

発は先行して継続されるため、IAEA の開発技術は自ずと置いてきぼり

になるので、適切な時期を見極めてから開発する。 
 



(3) 第１回委員会で設定した技術的論点の紹介として、亀井委員より、資料

直 2-5 に沿って、直接処分とガラス固化体処分の相違から見た直接処分

に関する安全評価上の技術的課題とその捉え方に対する技術的見解につ

いて説明があった。安全評価を実施するためにも、まず処分の概念検討

が必要でありその上で安全評価上の課題と設計・施工上の課題摘出が必

要。さらに、地質環境条件の設定と処分場閉鎖後の安全評価として、ガ

ラス固化体の地層処分で蓄積された知見や手法の参考情報が紹介され

た。処分に伴う環境汚染リスクの評価にあたっては、天然バリアと環境

汚染における評価課題、直接処分における重大事故の定義に対する考え

方、直接処分の安全評価における確率論と決定論の使い分けの考え方等、

議論の必要性がある旨の説明があった。 
また、雨宮委員より、資料直 2-6 に沿って、ガラス固化体から直接処

分体に置き換わった際の再冠水時定置処分体温度評価結果（予察的解析

結果）について紹介があった。本解析は、従来のガラス固化体の発熱量

条件を直接処分体の発熱量条件に置き換えただけの簡易評価という位置

付けであるが、ガラス固化体と同じレイアウトで直接処分体に置換した

場合、ガラス固化体に比べ約 20℃近く高温になり、ベントナイト表面で

制限値である 100℃を超える旨の報告があった。議論の中で、100℃の制

限は、緩衝材として期待される機能維持の観点から設けられたものであ

る、との補足があった。 
主な質疑、意見は以下の通り。 
 技術報告については、参加委員の技術ポテンシャルは同じではないこ

とを前提に説明願いたい。特に、直接処分の基本的な概念をこれまで

のガラス固化体に対する概念と比較しながら、分かりやすく説明する

必要が有る。また、これまで流布されてきた燃料サイクルとどのよう

に変わるのか見えるようにすべきとの意見もあった。 
 いきなり報告書原案を書き始めるのではなく、比較表などを集め、議

論した上で書き始めてはどうかとの意見もあったが、既に準備会合を

５回開催し、そこそこ情報も集まっているという認識から、とりあえ

ず、項目ごとに担当者を決めて素案を試作し、それに基づいて議論を

進める方針で行くこととした。 
 素案に執筆に当たっては、第一回の委員会で配布した論点整理表を参

照すること、これまでの準備会合で配布した資料も併せて参照願いた

いとの幹事発言があった。 
 技術論の記述の仕方、次回以降の議題等については幹事会にて検討す

ることとなった。 
以上 

備 考  

 



平成 25 年 6 月 17 日 

 専門委員会開催報告 

専門委員会名 第 1 回「使用済燃料の直接処分に関わる社会環境等」研究専門委員会 

開催日時 平成 25 年 4 月 24 日（木） １３：３０  ～ 16：15 

開催場所 東京大学小島ホール会議室（第２） 

参加人数 21 名 鳥井主査，岸本幹事、諸葛幹事，山本幹事，佐々木委員、雨宮委員，他 

議 事 

（1） 鳥井主査より研究専門委員会発足の挨拶があり、特に、経済産業省の

委員会、学術会議の動向等に鑑みて、タイミングを計りつつ、外部へ

の発信も考慮していきたい旨の発言があった。 
（2） 山本幹事より、新委員の柳澤氏が紹介された。 
（3） 岸本幹事より研究・活動項目については、直 1－3 のうち、「使用済燃

料の処分に関わる諸課題の洗い出しと解決策の検討」、「処分に向けた

国民的合意形成への道筋」及び「コンセンサス形成を成功に導く方策、

あるいはその失敗リスクへの対策、ないしはそのプロセスの展開不確

実性への対策」を中心に議論することとし、「これまでの使用済燃料直

接処分に係る研究開発成果の客観的分析」や「使用済燃料処分に関わ

る研究開発の進め方と実施主体の位置づけ」については適宜状況把握

をするに止めたい旨の説明があった。 
（4） 諸葛幹事より資料 直 1-4 に基づき運営ルールが紹介された。その中

で、報告書執筆の際の心得として、鳥井主査による作文教室、国語専

門家の講演を、また議論の一助とするため米国カリフォルニア大学の

安教授の講演等を考えているとの紹介があった。また、学術会議関係

の動向、OECD/NEA/RWMC の Forum on Stakeholder Conference 
(FSC)関係、直接処分において問題となりうる保障措置関係にかかる

IAEA の動向等について情報を入手したいとの要望があり、それぞれ

適切な人（JAEA 堀氏など）に説明を依頼することとなった。また、

チャタムハウス方式の採用について、「異論もあるので表だって採用は

しないが、準備会合と同様に議事録においても発言者を特定しないこ

ととするので、実質的には取り入れたものと考えている」旨の説明が

あった。 
（5） 鳥井主査より資料 直 1-5 に従ってスケジュールの説明があった。「放

射性廃棄物地層処分の学際的評価」研究専門委員会（主査：東大 田

中知教授）の内容との重複については、「あまりバッティングする部分

は多くないと思われるし、それに重複を恐れて全体像が見えなくなる

ことは回避する。多少の重複はやむを得ない」旨の説明があった。ま

た、当該研究専門委員会の報告書及び学術会議で改めて予定されてい

る検討の結果報告等のタイミングを考えると当委員会が 2 年をかけて

報告書を作成しても too late となってしまう可能性がある、項目を選



択して中間報告の形で早く出すべきではないかとの意見があり、当委

員会としては、資料 直 1-10 中間報告書目次案の第三章 技術論を先

行して実施することとした。なお、報告書のアウトプットイメージは、

課題を抽出し、それに関する提言を（可能な範囲で）記載する、とい

うものを想定することとした。学会での企画セッションにはパネル討

論方式も考慮することとした。 
（6） 資料 直 1-6 に従って成果の公表方法について議論を行った。①成果

は一つの考え方のみを示すのか、異論がある場合にそれをどのように

扱うか、②誰に報告するものか？専門家を相手にするのか、一般の人

か、政策決定者か？③提言は誰に行うのかを明確にすべき等の議論が

あった。これらに関して、本質的にはあまり異論はないのではないか

と思うが、場合によっては、委員会としての報告書という形ではなく、

個人名で発表することもありうる、との意見があった。いずれにして

も、一般市民に理解されないのでは意味が無いとの意見があった。 
（7） 資料 直 1-7 に従って、河田委員より直接処分に係る社会環境等の課

題整理の説明があった。これに対し、①直接処分のデメリットとして

保障措置を挙げる人がいるが、直接処分のデメリットは大量の核分裂

性物質を含むことであり、臨界事故や核拡散のリスクを内包すること

である。保障措置はそのリスクを軽減するための対策の一つと捉える

べき②直接処分とガラス固化体処分の技術比較は必要なのではない

か、との意見があった。 
（8） 資料 直 1-8 に従って、安教授の「ブルーリボン委員会報告のポイン

トと地層処分の今後の取り組み方について」の結論を諸葛委員がまと

めて説明した。処分概念（処分前管理を含む）の全体像を示し、一般

市民と共有することの重要性が指摘された。また、用語の定義が大切

との指摘もあった。 
（9） 資料 直 1-9、1-10 に従って、山本幹事より中間報告書で記述すると

想定している論点の範囲が提示されたが、全体スケジュール特に学術

会議等の動きに係る指摘に鑑み、第三章の技術論、とりわけ、3.1 章「直

接処分とガラス固化体処分の相違点」を前倒しで議論することとなっ

た。また、第三章の３．２「処分に伴う環境汚染リスクの評価」の節

は削除し、一部の項目を３．１節に移すように提案があった。 
（10） 資料 直 1-11 に従って、山本幹事より「放射性廃棄物地層処分の学際

的評価」研究専門委員会の議論の内容が紹介された。特廃法の第二条

の最終処分の定義に照らせば、「現在の法令を素直に読めば、人工バリ

アが破られた時点で当該処分施設は法律違反になる」との発言があっ

たことが紹介された。 
以上 

備 考  
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